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１ 目的 

  この業務仕様書（以下「仕様書」という。）は、久留米市野中生涯学習センター（以下「センター」

という。）の管理運営業務を安全かつ円滑に遂行するため、その業務の範囲と業務要領を定めることを

目的とする。 

 

２ センターの管理に関する基本的な考え方 

  指定管理者はセンターを管理するに当たり、次に掲げる項目に沿ってその管理を行うこと。 

(1) この仕様書に沿って、センターの管理及び敷地管理、並びに設置趣旨に基づいた事業を実施する

こと。 

(2) 公の施設であることに鑑み、納税者の視点に立った管理運営を行うこと。 

(3) 特定の個人や団体等に対して、有利あるいは不利になるような取り扱いをしないこと。 

(4) 関係法令、条例、規則を遵守すること。また、運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、

事前に久留米市（以下「市」という。）及び久留米市教育委員会（以下「教育委員会」という。）と

協議を行うこと。 

(5) 管理運営にあたっては、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）ほか労働関係法規を遵守し、雇

用・労働条件への適切な配慮をすること。 

(6) 個人情報の保護に十分留意し、適切な管理を行うこと。 

(7) 地域住民や利用者の意見・要望を反映させ、効率的かつ効果的管理を行うこと。 

(8) センターのＰＲに努め、目的を逸脱しない創意工夫のある積極的な自主事業を企画のうえ実施し、

その評価に努めるなど、常に建設的、向上的に運営すること。 

(9) 職員の雇用の安定化に努めるとともに、研修機会の充実を図り人材育成に努めること。 

(10) ごみの減量やＣＯ２削減等、環境に配慮した管理運営に努めること。 

(11) 施設運営に関して近隣住民の理解が得られるような対応に努めること。 

 

３ 施設の概要 

(1) 名称     久留米市野中生涯学習センター 

(2) 所在地    久留米市野中町１０７５番地２ 

(3) 施設面積   敷地面積   ３，３４２   ㎡ 

建築面積  本館 鉄筋コンクリート（３Ｆ建）  ５５１．０３㎡ 

          多目的ホール  〃  （３Ｆ建）１，０３３．０７㎡ 

延床面積  本館 鉄筋コンクリート     １，３３１．９０㎡ 

    多目的ホール  〃       １，９７７．７９㎡ 

(4) 構 造    鉄筋コンクリート、一部鉄骨造、地上３階建て 

(5) 竣 工     本 館    昭和５３年 ５月 ９日 

        多目的ホール 平成９年４月１２日 

(6) 施設配置  別紙３「施設配置図」参照 

 

４ 開館時間及び休館日 

 (1) 開館時間 

  ①午前９時から午後９時までとする。ただし、日曜日は午前９時から午後５時までとする。 

   なお、開館時間終了後少なくとも１５分間は退館準備時間とし、利用者の退館準備や施設状況確

認のための対応を行うものとする。 

  ②宿泊については、１６時から翌日１０時までとする。 

なお、夜間の安全管理・警備について必要な対応を図るものとする。 

(2) 休館日 

  ①第1・３月曜日 

  ②国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 
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  ③年末年始（１月１日から１月３日までの日及び12月29日から12月31日までの日） 

   このほか保守点検等施設の安全性を確保するために必要な場合は、教育委員会の承認を得て休館

することができる。 

(3) 開館時間等の伸縮、変更 

   指定管理者が特に必要と認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得てこれを伸縮し、又は

変更することができる。 

 

５ 指定期間（議決事項） 

  令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで（５年間） 

 

６ 関係法令等の遵守 

  指定管理者は、業務の内容及び公共性を十分認識したうえで、センターの運営及び維持管理を十分

に達成できるように、協定書、仕様書の他、次の各項に掲げる法令に基づき、安全かつ能率的に業務

を履行しなければならない。 

(1) 地方自治法 

(2) 労働法令 

(3) 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

 (4) 久留米市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

 (5) 久留米市生涯学習センター条例 

 (6) 久留米市野中生涯学習センターの管理及び運営に関する規則 

 (7) 久留米市生涯学習センター運営委員会規則 

 (8) 久留米市野中生涯学習センターの利用料金に関する規則 

 (9) 久留米市個人情報保護条例 

 (10) 久留米市情報公開条例 

 (11) 久留米市行政手続条例 

 (12) 久留米市行政財産使用料条例 

 (13) 久留米市暴力団排除条例 

 指定期間中に関係法令等に改正があった場合は、改正された内容に基づくものとする。 

 

７ 個人情報の保護と情報公開 

 (1) センターの利用者等の個人情報の取り扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）及び久留米市個人情報保護条例（平成３年条例第１７号）の規定を遵守し、本業

務の実施に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失及び毀損の防止、その他の個人情報の適正な管理

のための具体的措置を講ずること。 

 (2) 管理業務に関して保有する情報の公開に関して、久留米市情報公開条例（平成１３年久留米市条

例第２４号）第３１条の規定により、保有する情報の公開を行うために必要な措置を講ずるよう努

めること。 

 

８ 行政手続条例の適用 

  指定管理者は、許可、不許可その他処分を行う行政庁に該当するため、久留米市行政手続条例（平

成８年久留米市条例第２４号）の適用を受ける。 

 

９ 障害者差別の禁止 

  指定管理者は、業務の実施にあたっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成

２５年法律第６５号）を遵守するとともに、市の取扱いに準じて、障害者に対する合理的配慮の適用

に努めること。 
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１０ 環境への配慮 

指定管理者は、次のとおり環境に配慮すること。 

(1) 電気・水道等の使用にあたっては、節約に努めること 

 (2) ごみ減量・リサイクル・分別に努めること 

 (3) 使用する洗剤等は、環境に配慮したものを使用すること 

 (4) 管理業務において使用する商品・材料等は、極力環境に配慮したものを使用すること 

 

１１ 暴力団の排除 

施設の利用が暴力団の利益になると認められるときは、利用の許可はせず、すでに許可している場

合においても許可を取消すなど、必要な措置を講じること。 

 

１２ 指定管理者が行う業務の範囲（詳細は別紙１「特記基準」のとおり） 

 (1) 施設の使用許可に関すること（諸室の貸出） 

  ①利用団体の登録業務 

  ②使用申込みの受付、使用許可及び使用許可書の発行業務 

  ③使用する部屋の鍵の受け渡し業務 

  ④利用料金の徴収業務 

  ⑤付帯設備、備品等の貸出、操作説明等 

  ⑥使用中止及び変更業務 

  ⑦公共施設予約システムへの入力 

  ⑧利用月報・利用統計の作成業務 

 (2) 受付・案内に関すること（受付１名以上を配置） 

  ①窓口対応、館内案内 

  ②電話受付 

  ③その他受付業務に関連する業務 

 (3) 施設の運転管理等に関すること 

①施設が保有している諸設備全般の運転及び保守管理 

   例：電気、消防、空調、給水、電気設備、機械設備等 

  ②屋外の構築物及び諸設備の保守管理 

   例：駐車場、外溝、内周道路、植栽、除雪等 

  ③施設の維持管理及び軽微な修繕 

 (4) 清掃、警備業務に関すること 

 (5) 自動販売機等の設置及び維持管理業務に関すること 

 (6) 総合的な管理に関する業務に関すること 

  ①管理運営全般の管理 

  ②緊急時対策、防犯・防災対策及び防災訓練の実施 

  ③職員に対しての運営管理に必要な研修の実施 

  ④施設のＰＲの実施 

 (7) 生涯学習振興事業の実施 

  ①現代的・社会的課題に関する学習機会の提供 

  ②学習成果の評価と活用 

  ③情報収集・提供と学習相談及び生涯学習の推進・啓発 

  ④その他施設の効果を最大限発揮するための自主事業の実施 

(8) その他、市又は教育委員会が必要と認める業務 

  ①事業計画書、収支予算書及び事業報告書の作成 

  ②市等関係機関との連絡調整 

  ③指定期間開始前の引継ぎ業務 
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  ④指定期間終了に当たっての引継ぎ業務 

  ⑤各種統計等資料の作成、調査の回答 

  ⑥広報物の配置・掲示 

  ⑦視察、見学者、実習生等への対応 

  ⑧モニタリング等に関する業務 

  ⑨その他、市又は教育委員会が行う臨時的業務への対応（災害時の避難所・投票所等） 

 

１３ 業務の委託等 

  指定管理者は、本事業の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 

１４ 職員配置 

 (1) 配置される職員は、公の施設の管理者としての自覚を持ち、業務の遂行及び利用者への対応を行

うとともに、市民の生涯にわたる学習活動を支援し、生涯学習の振興を図ることにより、市民の文

化と教養を高め、市民生活の向上に寄与するという施設の設置目的を理解し、市民のサービス向上

に努めること。 

(2) 管理運営業務を実施するため、必要な有資格者及び経験者等、適正な職員を配置すること。 

 (3) 管理責任者として、センターの総合的管理業務に専従する者を配置すること。 

 (4) 窓口案内、機械設備保守管理及び施設内外の清掃等、各業務における責任体制を確立すること。 

 (5) 職員の勤務体制は、センターの管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の要望に

応えられるものとすること。 

 (6) 職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技術の習得に

努めること。 

 (7) ＡＥＤ（自動対外式除細動器）を使用するための講習会を受講した職員を配置すること。 

 

１５ 利用料金制度及び利用料金の収受 

  市は、指定管理者に施設利用料金を当該指定管理者の収入として収受させる。なお、利用料金の額

は、条例及び規則で定める額を上限とした範囲内で、市の承認を得て指定管理者が定めることとする。 

  また、次年度の利用料金を当該年度に前納した場合は、その利用料金は、当該年度の指定管理者の

収入とする。 

 

１６ 利用料金の減免等 

  施設等利用料金の減免及び還付については、条例及び規則の規定による。なお、施設等利用料金の

減免分については、市より補填しない。 

 

１７ 運営経費に関すること 

 (1) 施設等利用料金は指定管理者の収入とし、管理運営に係る経費の一部とする。 

 (2) 市から支払う経費は、センターの管理運営に係る市の予算の範囲内で、指定管理者の提出した事

業計画の収支の差引額を限度とする。なお、支払時期や方法は協定で定めることとする。 

 (3) 施設内に福祉団体が設置する自動販売機に係る光熱水費等の経費は、指定管理者が管理運営に係

る経費として計上すること。 

 

１８ 会計処理 

  指定管理者は、適正な会計処理のために次のとおり実施すること。なお、実施状況について、市は

定期的に実地調査等による確認を行うこととする。 

 (1) 施設の管理運営に係る収支について、会計上、指定管理者の他の事業の収支と明確に区別するこ

と 

 (2) 必要な会計書類等（会計帳簿、決裁書、契約書、請求書、領収書、通帳等）を、保存年限を定め
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て、適切に整備、保管すること 

 (3) 会計処理に係るルールを明確に定めること 

 (4) 会計処理に係る組織的なチェック体制を構築すること（決裁手続き、会計監査など） 

 

１９ 指定管理者の責任 

   (1) リスク分担 

    協定によって、施設管理及び事業運営に係るリスクの負担区分を明確にして不測の事態に備えるこ

と。また、適切に対処して混乱を防ぐとともに、円滑な管理運営を行うこと（別紙２「リスク分担表」

のとおり）。 

 (2) 損害賠償保険の加入  

市に施設設置者として瑕疵があった場合は、市が損害賠償責任を負うが、その損害が指定管理者の

責任に起因したものについては、指定管理者が市または第三者に対してその損害賠償責任を負うこと

になるので、指定管理者の負担により損害賠償保険に加入しなければならない。 

 

２０ 危機管理対応 

  緊急事態、非常事態、不測の事態については、遅滞なく適切な対応をすること。 

 

２１ 協定の締結 

  管理に関わる細目的事項、市が支払うべき管理経費の額等を具体的に定めるため、市と指定管理者

は協定を締結し、協定書を作成する。 

  この場合、指定期間を通じての基本的事項を定めた基本協定及び、年度ごとの維持管理費に関する

事項等を定めた年度協定を締結することとする。 

 

２２ 提出書類 

 (1) 事業計画書 

   市が指定する期日までに、次年度に予定する事業計画書及び収支予算書を市に提出すること。な

お、当初に提出した事業計画等に変更がある場合には、事前に市と協議すること。 

 (2) 事業報告書 

   毎年度終了後、事業実施状況、利用状況（人数、稼働率、利用料金収入等）、管理運営状況、収支

状況等を記載した事業報告書を市に提出すること。 

 

２３ 指定管理開始前の事前準備 

 (1) 市及び現在の指定管理者から業務引継ぎを受け、本業務に必要な人材を確保し、業務従事予定者

に対して必要な研修等を行い、業務を習得させること。 

(2) 本業務の実施に必要となる物品等の調達、必要書類及び各種印刷物作成等を漏れなく行うこと。 

(3) 事前準備に係る費用については、指定管理者の負担とする。 

 

２４ 鍵の管理 

    利用者に貸し出す部屋の鍵、マスターキーなどの鍵は厳重に管理すること。万一、鍵の紛失等が発

生した場合には、速やかに市に報告し、指定管理者の責任において、鍵の取替え等の処置をすること。 

 

２５ 施設設備等の補修・修繕 

(1) 指定管理者は、施設、設備及び備品を、正常に保持し、適正な利用に供するような日常的な保守

点検を行わなければならない。また、日常的な管理で必要となる部品や消耗品の購入、１件あたり

50万円（消費税及び地方消費税を含む）未満の施設及び設備の修繕については、指定管理者におい

て行うものとする。 

(2) 施設の大規模修繕（１件当たり50万円以上の修繕・備品の購入等）、改造、増築、移設について
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は、指定管理者がその内容を精査のうえ市と協議し、必要な場合は、市が自己の費用と責任におい

て実施するものとする。 

(3) 修繕等により生じた更新施設等は、すべて市に帰属するものとする。 

 

２６ 物品等の帰属 

  本業務の実施に当たっての物品等の帰属等については、以下のとおり取り扱う。ただし、これによ

り難い場合には、指定管理者はあらかじめ市の承認を得なければならない。 

 (1) 消耗品 

   現に使用中の消耗品については市に引き継ぐものとするが、それ以外のものは指定管理者の所有

物とする。 

 (2) 備品 

   原則として市の所有物とする。このため、指定管理者の所有物品として購入するものは、あらか

じめ市と協議のうえ、購入すること。 

  ①市の所有となる備品の例 

・指定管理者が市から引き継いだ備品を更新するために購入する備品 

・上記以外のもので、指定管理者がもっぱら利用者の利便性向上のために購入する備品 

 （施設の付帯備品となる机・イス、案内板、照明器具、ロッカーなど） 

②指定管理者の所有となる備品の例 

・事務室で使用するパソコン、プリンター、金庫、書庫などのほか、市と事前協議のうえ、指定管

理者の備品と決したもの 

 

２７ モニタリング 

  指定管理者によるサービスの提供が条例、規則、協定書等に従って、適切かつ確実に実行されてい

るかを確認するため、四半期毎にモニタリングを実施する。また、会計年度終了後には、１年間のモ

ニタリングを総括してモニタリングレポートを作成し、指定管理者に対して通知すると同時に市ホー

ムページで公表する。 

 ※ 詳細は、添付資料「モニタリングマニュアル」参照 

 

２８ 指定の取り消し等 

 (1) 市は、指定管理者が市の指示に従わないとき、又はその他当該指定管理者による管理を継続する

ことが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は

一部の停止を命じることができる。 

 (2) 指定管理者は、前記(1)の規定により指定管理者の指定を取り消されたときは、速やかに施設及び

物品等を市に返還しなければならない。 

 (3) 指定管理者は、前記(1)の規定により指定管理者の指定を取り消され、又は管理業務の全部若しく

は一部を停止された場合に、当該取り消し等により生じた市又は第三者の損害を賠償しなければな

らない。また、既に指定管理料が支払われているときは、市の指定する期日までに、当該指定の取

り消し又は管理業務の全部若しくは一部の停止に係る期間に支払われた指定管理料として、市が計

算して定める金額を市に返納しなければならない。 

 

２９ 指定期間の満了 

 (1) 指定期間の満了に際し、市または市が指定するものに対し、本業務の引継ぎ等を必ず行わなけれ

ばならない。引継ぎを行う際の費用は指定管理料に含むものとする。 

 (2) 指定期間満了までに、管理物件を現状に回復し明け渡さなければならない。 

 

３０ 指定管理者に対する監督・監査 

 (1) 市は、指定管理者が管理するセンターの適正な運営を期するため、指定管理者に対して、当該業
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務内容又は経理の状況に関し報告を求め、実施について調査し、必要な指示をすることができる。 

 (2) 指定管理者が行うセンターの管理業務に係る出納その他の事務の執行は監査の対象となり、指定

管理者は、監査に必要な範囲で出頭及び書類等の提出を求められることがある。 

なお、ここでいう監査とは、監査委員による監査のほか、包括外部監査人による監査、個別外部

監査人による監査を指す。 

 

３１ 目的外使用 

  施設（行政財産）の目的外使用については、施設の設置目的を損なわない範囲内とし、指定管理者

は、事前に市の許可を得ること。 

 

３２ 留意事項 

 (1) 喫煙所について 

   健康増進法の規定に基づき、建物内に喫煙所を設けない等、喫煙場所の設置に留意すること。 

 (2) 苦情等処理について 

   指定管理者は、利用者等から要望や苦情がある場合は、適切な対応を行い、当該苦情の円滑かつ

円満な解決に努めなければならない。 

   利用者からの要望や苦情を的確に把握し、利用者視点に立った運営を行うなど、利用者に開かれ

た施設運営を図ること。 

 (3) 文書の保存について 

   指定管理者が扱う公の施設に関する文書は、久留米市文書規程に準じて、指定管理者が保存する

ものとする。 

 

３３ その他 

  この仕様書に記載のない事項については市と協議する。 
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■ 特記基準 

●施設保守管理業務 

 １ 資格・免許 

   必要な資格保有者は次のとおりとする。 

  (1) 電気主任技術者（電気事業法） 

  (2) 防火管理者（消防法） 

(3) 清掃業の登録（建築物における衛生的環境の確保に関する法律） 

  (4) ねずみ昆虫等防除業務（建築物における衛生的環境の確保に関する法律） 

 

 ２ 建築物環境衛生管理業務 

  (1) 全館消毒（2回/年） 

  (2) ねずみ・害虫駆除（12回/年） 

 

 ３ 建築付帯設備管理業務 

  (1) 多目的ホールエレベーター設備一式点検（1台、12回/年） 

  (2) 自動扉開閉装置一式点検（2台、4回/年） 

 

 ４ 電気設備管理業務 

  (1) 受変電設備一式点検（12回/年） 

  (2) 発電機設備一式点検（1回/年） 

  (3) 照明制御装置一式点検（1回/年） 

  (4) 電気主任技術者選任 

 

 ５ 消防設備 

  (1) 消防設備一式の点検・報告：機器点検（2回/年）、総合点検（1回/年） 

 

 ６ 空調設備管理業務 

   本館 

  (1) ガス吸収式冷温水機一式点検（2回/年） 

  (2) 膨張タンク一式点検（1回/年） 

  (3) 冷却塔一式点検（3回/年） 

  (4) ポンプ類点検 

冷却水ポンプ(2.2kw)（1回/年） 

冷温水ポンプ(2.2kw)（2台、1回/年） 

冷温水ポンプ(1.5kw)（1回/年） 

冷温水ポンプ(0.75kw)（1回/年） 

冷温水ポンプ(0.25kw)（1回/年） 

  (5) 空気調和機一式点検 

     ホール、娯楽室系統（1回/年） 

     軽運動室系統（1回/年） 

     2F外気処理用（1回/年） 

     フィルター清掃（3台、3回/年） 

  (6) ファンコイルユニット点検 

     床置型:400型（1回/年） 

     床置型:600型（5台、1回/年） 

     床置型:800型（8台、1回/年） 

     フィルター清掃（14台、2回/年） 

別紙１ 
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  (7) EHPフィルター清掃（9台、2回/年） 

  (8) 排気ファン（音楽室）点検（1回/年） 

  (9) 自動制御機器一式点検（1回/年） 

(10) 水質管理（冷房シーズン）  

 

多目的ホール 

(1) ガス吸収式冷温水機(60RT)点検（2回/年） 

(2) 膨張タンク点検（1回/年） 

(3) 冷却塔点検（3回/年） 

(4) ポンプ類点検 

冷却水ポンプ(5.5kw)（1回/年） 

冷温水ポンプ(2.2kw)（1回/年） 

  (5) 空気調和機点検（1回/年） 

     フィルター清掃（3回/年） 

  (6) EHPフィルター清掃（3台、2回/年） 

  (7) 排気ファン（音楽室）点検（1回/年） 

  (8) 自動制御機器一式点検（1回/年） 

  (9) 水質管理（冷房シーズン）  

 

 ７ 多目的ホール設備器具保守点検 

   電動窓、電動スクリーンその他体育施設保守点検（1回/年） 

   音響設備保守点検（1回/年） 

 

 ８ 夜間管理業務 

(1) 夜間における施設利用者に対する利用の便宜指導 

(2) 施設の火災、盗難、不良行為の防止 

(3) 施設の衛生的環境の確保 

 

●外構管理業務 

 １ 樹木・芝生等緑地帯及び観葉植物の維持管理 

 施設の美観の保持や害虫発生防止のための適切な維持を行い、利用者や近隣住民からの苦情が発

生しないよう努めること。特に低木については２回／年 以上の剪定を行うこと。 

  (1) 剪定（高木・中木・低木・生垣・ツツジ） 

  (2) 樹木施肥（ツツジ含む） 

  (3) 芝生管理（芝刈り・手抜き除草・施肥・消毒） 

  (4) 除草（緑地帯・裸地）、落葉の処理 

  (5) 隣接地枝落とし等 

 ２ 国旗掲揚台の管理 

  (1) 国旗・市旗の開館時の掲揚と閉館時の降納 

  (2) 国旗・市旗の管理 

 ３ 屋外照明灯（１基）の動作確認 

 

●宿泊用具管理業務 

 宿泊前後の宿泊用具の清掃・衛生確保 

 (1) 宿泊者分のシーツ、枕カバーの準備 

 (2) 敷具・毛布の清掃・準備 

 (3) 宿泊後の寝具の清掃・交換 
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●施設の清掃 

 １ 日常清掃 

 施設の美観の保持や衛生環境を確保するため、日常的に館内各所の清掃を行うこと。 

  【本館】 

 清掃箇所 作業内容 

1階 軽運動室 床掃き、モップ拭き 

料理講習室・倉庫 床掃き・拭き、残さい処理 

事務室 床掃き・拭き 

便所(男女) 

(小便器2、大便器5) 

 

床腰タイル洗浄・掃き拭き 

水槽拭きあげ、便器洗浄、汚物処理 

トイレットペーパー補充 

談話室 床掃き・拭き 

2階 講習室 床掃き、モップ拭き 

会議室 床掃き、モップ拭き 

音楽室 床掃き、モップ拭き（カーペット） 

便所(男女) 

(小便器3、大便器5) 

床腰タイル洗浄・掃き拭き 

水槽拭きあげ、便器洗浄、汚物処理 

トイレットペーパー補充 

3階 湯沸室 床掃き、モップ拭き、流し清掃 

和室 掃除機かけ（畳） 

宿泊室 掃除機かけ（カーペット・畳） 

浴室 床及び浴槽の拭きあげ 

便所(男女) 

(小便器5、大便器4) 

床腰タイル洗浄・掃き拭き 

水槽拭きあげ、便器洗浄、汚物処理 

各 階

共通 

階段 床掃き、モップ拭き 

廊下 床掃き、モップ拭き 

植栽・生垣・側溝 掃き掃除、異物除去 

 

【多目的ホール】 

 清掃箇所 作業内容 

1階 多目的室 床掃き、モップ拭き 

倉庫 床掃き、モップ拭き 

更衣室(男) 床掃き、モップ拭き、腰タイル洗浄 

更衣室(女) 床掃き、モップ拭き、腰タイル洗浄 

便所(男) 床腰タイル洗浄・掃き拭き 

水槽拭きあげ、便器洗浄、汚物処理 

トイレットペーパー補充 

便所(女) 

 

床腰タイル洗浄・掃き拭き、水槽拭きあげ 

便器洗浄、汚物処理、トイレットペーパー補充 

便所(多目的) 床腰タイル洗浄・掃き拭き、水槽拭きあげ 

便器洗浄、汚物処理、トイレットペーパー補充 

ホール･階段･廊下等 床掃き、モップ拭き 

駐車場 掃き掃除 

2階 多目的ホール 床掃き、モップ拭き 

器具倉庫 床掃き、モップ拭き 
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ホール･階段･廊下等 床掃き、モップ拭き 

3階 ギャラリー 床掃き、モップ拭き 

ホール･階段･廊下等 床掃き、モップ拭き 

 

２ 定期清掃（６ヶ月に１回） 

  【本館】 

清掃箇所 作業内容 

軽運動室、娯楽談話室、事務

室、講習室、会議室、階段、

廊下 

床部分を専用洗剤を使用し、水洗後ワックス仕上げ 

   

【多目的ホール】 

清掃箇所 作業内容 

多目的室、更衣室（男女）、ホ

ール･階段･多目的ホール、器

具倉庫、ギャラリー 

床部分を専用洗剤を使用し、水洗後ワックス仕上げ 

 

３ 特殊清掃（月１回） 

  【本館・多目的ホール】 

清掃箇所 作業内容 

窓ガラス 専用洗剤を使用し、水洗後拭き上げ 

 

●施設利用者への飲食等の提供 

 (1) 自動販売機の設置及び維持管理。ただし、施設の設置目的を損なわない範囲とし、行政財産使用

料を徴収する。 

 (2) 福祉団体が設置している自動販売機については、別途教育委員会が使用許可を行う。 

 

●生涯学習振興事業の実施 

 (1) 現代的・社会的課題に関する学習機会の提供として、次にあげる事業をそれぞれ２つ以上実施す

ること。 

  ①高齢者事業（例：健康教室、高齢者パソコン講座など） 

  ②成人事業（例：時事講座、文学講座、基本料理講座など） 

  ③家庭教育事業（例：親子料理教室、子育て支援講座など） 

  ④青少年体験事業（例：ものづくり教室など） 

 (2) 施設を定期的に利用する団体及びサークル等の学習活動を推進するために、少なくとも年に１回

は、学習成果の発表及び団体間の交流を図る事業を実施すること。 

 (3) 地域との連携・交流や新たなサークル等の学習活動への参加を促すために、少なくとも年に１回

は、地域と利用者との交流事業を実施すること。 

(4) 様々な生涯学習関連情報・資料の収集や調査を行い、市民からの学習相談に適切に対応するとと

もに、学習相談の事例・分析結果を集積すること。 

(5) 公共施設や学習グループが作成したチラシ・パンフレット等、生涯学習情報を収集・整理し、市

民に幅広い情報提供が行われるよう、閲覧環境の整備や情報発信を行うこと。 

(6) 上記のほか、生涯学習の振興のための自主事業を実施すること。 
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●駐車場の案内・整理 

 駐車場については、以下の点に留意すること。 

(1) 駐車場使用料は無料とすること。 

(2) 施設利用者用の駐車場であるため、指定管理者としては使用しないこと。 

(3) 施設利用者の使用を優先するが、共同ホール利用者の使用を妨げないこと。センターの事業運営

上、駐車台数の確保が不可欠な場合は、共同ホール管理者と協議し、双方の事業運営に支障がない

よう努めること。 

(4) 長期放置車両が発生した場合は、適切な対応を行うこと。 
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※１ ・施設の管理運営行為そのものに影響を及ぼすものは、市がそのリスクを負う。 

   ・管理運営に必要とされる許認可等を必要とする場合のリスクは、指定管理者が負う。 

※２ ・建物や設備が復旧困難な被害を受けた場合は、協定を解除する。 

   ・復旧可能な場合は、その復旧に要する経費は市と指定管理者で協議する。 

   ・避難所として使用した場合において、新たに発生した経費等の負担については、市と指定管理者で協議

する。 

   ・市は指定管理者に対する休業補償はしない。 

※３ ・不可抗力により運営不可能になった場合は、市と指定管理者で協議する。 

   ・市は、指定管理者に対する休業補償はしない。 

※４ ・指定管理者の管理運営上の瑕疵による事故及び臨時休館等に伴う利用団体への損害についてのリスクは、

指定管理者が負う。 

   ・基幹的な施設、機器等の不備による事故及び臨時休館等に伴う利用団体への損害については、その主た

る原因が指定管理者の施設管理上の瑕疵でない場合は、そのリスクは市が負う。 

リスクの種類 内 容 
リスク負担者 

市 指定管理者 

法令の変更 
指定管理者が行う運営業務に影響を及ぼす変更

（※１参照） 
○ ○ 

物価 物価変動による人件費、物件費等経費の増  ○ 

金利 金利変動による経費の増  ○ 

施設・設備・物品等

の損傷 

経年劣化で小規模のもの  ○ 

経年劣化で上記以外のもの ○  

指定管理者の管理上の瑕疵及び指定管理者の責め

に帰すべき事由による施設・設備・物品等の損傷 
 ○ 

第三者の行為から生じた小規模のもので相手方が

特定できないもの 
 ○ 

第三者の行為から生じた上記以外のもので相手方

が特定できないもの 
○  

不可抗力 
自然災害による業務の変更、中止又は延期（※２

参照） 
○ ○ 

需要変動 当初の需要見込みと異なる市場状況  ○ 

施設競合 競合施設による利用者減及び収入減  ○ 

個人情報の保護 
指定管理者の責めに帰すべき事由により情報の漏

洩、又はこれに伴う犯罪等の発生 
 ○ 

債務不履行 

市が協定内容を不履行 ○  

指定管理者が業務及び協定内容を不履行  ○ 

不可抗力（※３参照） ○ ○ 

損害賠償 管理運営上における事故（※４参照） ○ ○ 

事業終了時 
指定期間の満了又は期間中途における事業の廃止

に伴う原状回復に要する費用 
 ○ 

別紙２ 
■ リスク分担表 
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別紙３ 


